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太田市職労組織内議員（群馬県議会議員）

　今年、県議当選 1 期目を満了する八木田やすゆき議員。
元太田市職員であり太田市議会出身でもある八木田議員
は、我々太田市役所職員労働組合の声を代弁する組織内議
員。今号では 29 号に引き続き、八木田県議の過去の大き
な功績を振り返り組織内議員の有効性について考えたい。

　高齢職員が加齢による身体的な事情への対応等、部分
的に勤務しないことがやむを得ない場合などにおいて、
週 38 時間 45 分の勤務を定年まで継続することを希望し
ない場合に、任命権者において、公務の運営に支障がな
い場合に限り、勤務時間を減じつつ定年まで勤務するこ
とを承認することができる『高齢者部分休業制度』が、
平成 16 年 6月の地方公務員法の改正により創設された。

　この法改正を受けて、県内他市においても条例等の整
備を行ったが、太田市においては近隣市町村の動向を見
つつ、検討の段階で進展がなかった。前回紹介した配偶
者同行休業制度の条例整備に伴い、足並みを揃える形で
この高齢者部分休業制度が導入（tips!!①）された。八木
田県議の行動の結果、副次的に進展したと言える。

tips!! 『太田市職員の高齢者部分休業に関する条例』（条例第 26 号：平成 29 年 12 月 19 日制定）

高齢者部分休業制度の整備　55歳以降は時短勤務が可能に

働き方を選ぶのがこれからの時代。
働く理由や体調・体力は個々人により異なることから、自身の都合に合わせて
働き方を選ぶことが各々のワークライフ・バランスの実現につながると考えます。
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八木田やすゆき県議と太田市職労とのあゆみ

vol.2 review八木田県議ってどんな人？

八木田 恭之

tips!! 高齢者部分休業制度の取得は条例で定めるところにより職員の年齢が 55 歳に達していることが条件の一つとなっている。
部分休業した分の時間は無給となる。

▲前回の記事はこちら
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▼直近数か年の労働条件改善事項
年度年度

2021

2020 育児休業者（１ヶ月未満）
に対して昇任除算期間非該当

12 階新会議室の昼食時開放 再任用制度の３級運用

ワークライフバランス労使宣言
の締結

時間外の開始時間の確定
17 時 15 分から

管理職手当（課長補佐）の
月額 1,000 円引上げ

（55,500 円→56,500 円）

臨時嘱託職員の処遇改善
（臨時職員の時給、
嘱託職員の月給引上げ）

新規採用職員のダニエルハウス
研修の時間是正（夜 11 時→
夜９時までに変更）

春闘

春闘 春闘

春闘

2019

2018

再任用職員の４級運用開始春闘

管理職特別勤務手当の実施

４級係長の一時金傾斜配分
５％→10％に改善

子の看護休暇の対象年齢の拡大
（小学校３年生まで
→小学校６年生まで）

修学部分、高齢者部分、
配偶者同行休業制度の条例化

（平成 30 年４月１日より施行）

賃金確定闘争

賃金確定闘争

課長補佐の５級格付け、課長の
６級格付け→課長補佐を４級から
５級へ、課長５級を６級へ変更

賃金確定闘争

2017

2016

時期 改善内容 時期 改善内容

過去７年間の職員処遇改善について

　太田市職労においてはこの７年間の活動について総括する
ため下記の通り改善事項を取りまとめた。全ての要求が一度
で解決したわけではなく、長年に渡って協議してきた結果、
改善されたもの、要求後に当局側が自ら修正したもの等、様々
な経緯がある。
　近年の賃金条件の改善については、下表の『直近数か年の

労働条件改善事項』のとおり限定的である。この理由につい
て、賃金の取り扱いは国家公務員の給与とのバランスのほか、
これまでの太田市の給与の運用経過や逆転現象を回避するこ
となどが要因にある。長期的な視点での運用方針を定める必
要があることから慎重を要するため、賃金条件の改善には相
応の期間が必要となる。

直近の組合主導による待遇改善の振り返り　賃金状況改善は十分な期間と交渉必要

　その中でも当時まで係長代理と係長とで 5％と同率の扱い
であった「一時金の傾斜配分（ボーナスの役職加算）」につ
いては、2019 年賃金確定闘争での要求を経て、係長は 10％
と係長代理は５％と係長の待遇改善を行うことで有利な条件
を勝ち取ることができた。
　2016 年の課長補佐、課長の格付けの格上げは長年他市よ
りも劣っていた部分であり、５級課長補佐になることによっ
て課長補佐の管理職手当の引上げにつながった。
　また、再任用職員においても２級から３級運用に変わるこ
とで年収ベースで 50 万円程度上がることから、３年間再任
用職員として働かれる方には、150 万円程度の賃金改善とな

った。これは新入職員が管理職になるまでに支払う組合費の
総額よりも多い金額である。４級運用（主査専門員）につい
ては当局側が積極的に運用開始をした経過があるが、３級運
用が始まったから繋がった４級運用と言える。
　今回の記事で紹介した事項はすべて「労働組合が問題点を
指摘し、要求した結果、得られたもの」である。能動的な働
かきかけの結果待遇改善に繋がったものであって、偶然得ら
れたものではないことを理解頂きたい。近年はコロナ禍にと
もなって活動が見えづらい労組の活動であるが、職員の働き
やすい環境を整えるために一つ一つの問題点を継続的に要求
することにより、今後も処遇改善をしてまいりたい。

直近の労働待遇改善状況を確認　一時金（ボーナス）や給与等級で前進あり


